
 

対ペルー国別開発協力方針 

2023 年 9 月 
１ ペルーに対する開発協力のねらい 
（１）ペルーは、近年、鉱物資源の輸出に順調にけん引され、安定した経済成長を維持し

ており、一人あたり GNI は高中所得国水準となっている。ペルーは、中南米で最初に日本

との外交関係を開設し、以来 150 年にわたる友好関係を維持しており、約 20 万人に及ぶ在

ペルー日系人社会は、両国の架け橋として友好関係の維持・強化に大きく貢献している。ま

た、ペルーは、我が国に銅、亜鉛等の鉱物資源や水産資源を輸出する重要な資源供給国の一

つでもあり、両国の経済関係は、2009 年の地上デジタル放送「日伯方式」の採用、2012 年

3 月の二国間経済連携協定（EPA）発効、2016 年の日・ペルー首脳会談における二国間関係

の戦略的パートナーシップへの格上げ、2021 年の環太平洋パートナーシップに関する包括

的及び先進的な協定（CPTPP）の発効で深化している。さらに、ペルーは、OECD 加盟に

向けた準備途上にあるなど、両国は国際場裡において共通の立場をとっている。 
（２）一方で、ペルーは依然として貧富の格差が大きく、特に、山岳地域やアマゾン地域で

は低所得層の割合が高く、電力、上下水道・衛生、灌漑、インターネット等の基礎インフラ

が十分に整備されていないなど、経済成長の恩恵から取り残されている人口のための格差是

正が喫緊の課題である。また、ペルーは地震、津波、洪水等の自然災害に脆弱である。さら

に、海外からの民間投資も活用しつつ、持続的経済開発の基盤となる都市インフラの整備を

推進することも重要である。 
（３）ペルー政府は、2022 年 7 月に国家開発戦略計画 2050 を発表し、ペルーの持続可能

な開発を目的に、①誰一人取り残さず人々の能力の完全な開発を達成する、②気候変動の文

脈において、地理的及び文化的多様性を認識し、知識とコミュニケーションを集中的に活用

し、人々とその生活に影響を与えるリスクと脅威を予防・軽減するために持続可能な方法で

領域を管理する、③資源、人的資本の持続可能な利用、科学技術の集中的利用、国のデジタ

ル変革に基づき、適正な雇用により競争力と生産性のレベルを高める、④対話、国民的合意

及び制度の強化に基づいて、公正で民主的で平和な社会と国民に奉仕する効果的な国家を保

証する、の 4 つの国家目標を掲げ、社会全体が相互に補完・作用する体系的なアプローチを

示した。 
（４）ペルーが抱える上記の課題解決に向けて我が国が協力することは、持続可能な開発目

標（SDGs）の実現の観点に加え、我が国との友好関係の更なる強化、我が国の安定的な資

源供給確保及び日本企業のための良好な投資環境整備等の経済関係の強化、並びに国際場裡

における協力関係の強化等に繋がることが期待されることから、意義が大きい。 
 
２ 我が国のＯＤＡの基本方針（大目標）：持続的経済開発への貢献 
ペルー政府は、基本的な開発課題である貧困削減に関して、インフラ整備や基礎的サービ

スのアクセス等を通じて、誰一人取り残すことなく、一人ひとりの能力を開花させ、かつ、

持続可能な気候変動対策及び災害リスク管理を強化し、資源の持続可能な利用やデジタル変

革等を通じた競争力と生産性の向上を国家目標として掲げている。かかる国家目標の達成に

向けて、経済社会インフラの整備、農業や観光、社会開発分野での協力を通じた格差是正の

取組を通じ、経済を持続的に発展させていくことに貢献する。また、環境及び防災分野での

協力を通じ、持続的な開発を阻害する要因の除去に貢献する。これら協力の成果は、ペルー



 
における SDGs の実現と安定的な社会づくりを後押しする。 
 
３ 重点分野（中目標） 
（１）経済社会インフラの整備と格差是正 
持続的な経済成長の実現に向けて、経済社会インフラ整備や産業基盤強化のためのサプラ

イチェーン整備等に取り組む必要があり、電力、交通、上下水道・衛生、農業等のインフラ

整備に協力する。また、経済的・社会的格差の是正に向けた所得向上・雇用拡大のための民

間セクター・産業イノベーション促進や社会開発分野の協力を推進する。 
（２）環境対策 
ペルー政府が掲げるカーボンニュートラルと気候変動への適応等に向けた目標達成に向

けて、再生可能エネルギーの利用促進、廃棄物処理、世界第４位の規模を有する熱帯雨林の

保全等の分野での協力を行う。また、水資源が有効活用できていないペルーにおいて、新規

水源の開発、上下水道施設の整備等を通じた国民の給水・衛生環境の改善に協力する。 
（３）防災対策 
ペルーは日本と同じく環太平洋火山帯に位置し、従来多くの地震、津波災害に見舞われて

おり、また、気候変動やエルニーニョ現象等によって引き起こされる洪水、土砂崩れ等の自

然災害に対しても脆弱である。これら自然災害による被害リスクを軽減させ、対応力を強化

するため、特に我が国が知見や経験を有する災害に強いインフラや地方防災行政、警戒・警

報体制の強化等に協力し、防災能力の向上を図る。 
 
４ 留意事項1 
（１）協力を実施するに当たっては、政府による実施のみならず、我が国の知見及び技術を

生かした官民オール・ジャパンでの支援が重要である。適切な案件形成・監理のために、異

なるスキーム・方式間の連携を通じた ODA の相乗効果発揮に留意しつつ、ペルー当局及び

日本側関係者と緊密な連携を図る。 
（２）日本とペルーの架け橋である約 20 万人のペルー日系人社会との連携を促進する。 
（３）幅広い分野の人材育成に貢献する技術協力を可能な限り拡充させる。また、専門家、

JICA 海外協力隊等の派遣に当たっては適切な安全対策を講じる。 
（４）ペルー政府が推進する三角協力に積極的に協力する。 

（了） 
別紙： 事業展開計画 

 
1 ペルー共和国を対象として実施された過去の ODA 国別評価は次のとおり。 

ペルー 国別評価（2021） 報告書掲載先： 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu2/peru.html 


